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参考資料編                           
地方自治法（抄）                               

第七十五条 選挙権を有する者（道の方面公安委員会については、当該方面公安委員会の管理する方面

本部の管轄区域内において選挙権を有する者）は、政令で定めるところにより、その総数の五十分の

一以上の者の連署をもつて、その代表者から、普通地方公共団体の監査委員に対し、当該普通地方公

共団体の事務の執行に関し、監査の請求をすることができる。 

２ 前項の請求があつたときは、監査委員は、直ちに当該請求の要旨を公表しなければならない。 

３ 監査委員は、第一項の請求に係る事項につき監査し、監査の結果に関する報告を決定し、これを同

項の代表者（第五項及び第六項において「代表者」という。）に送付し、かつ、公表するとともに、

これを当該普通地方公共団体の議会及び長並びに関係のある教育委員会、選挙管理委員会、人事委員

会若しくは公平委員会、公安委員会、労働委員会、農業委員会その他法律に基づく委員会又は委員に

提出しなければならない。 

４ 前項の規定による監査の結果に関する報告の決定は、監査委員の合議によるものとする。 

５ 監査委員は、第三項の規定による監査の結果に関する報告の決定について、各監査委員の意見が一

致しないことにより、前項の合議により決定することができない事項がある場合には、その旨及び当

該事項についての各監査委員の意見を代表者に送付し、かつ、公表するとともに、これらを当該普通

地方公共団体の議会及び長並びに関係のある教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会若しくは公平

委員会、公安委員会、労働委員会、農業委員会その他法律に基づく委員会又は委員に提出しなければ

ならない。 

６ 第七十四条第五項の規定は第一項の選挙権を有する者及びその総数の五十分の一の数について、同

条第六項の規定は代表者について、同条第七項から第九項まで及び第七十四条の二から前条までの規

定は第一項の規定による請求者の署名について、それぞれ準用する。この場合において、第七十四条

第六項第三号中「区域内」とあるのは、「区域内（道の方面公安委員会に係る請求については、当該

方面公安委員会の管理する方面本部の管轄区域内）」と読み替えるものとする。 

（昭二五法一四三・昭二七法三〇六・昭二九法一九三・昭三八法九九・昭四四法二・平三法二四・平六

法四八・平九法六七・平一一法八七・平一四法四・平一六法一四〇・平二三法三五・平成二九法五

四・一部改正） 

第九十八条 普通地方公共団体の議会は、当該普通地方公共団体の事務（自治事務にあつては労働委員

会及び収用委員会の権限に属する事務で政令で定めるものを除き、法定受託事務にあつては国の安全

を害するおそれがあることその他の事由により議会の検査の対象とすることが適当でないものとして

政令で定めるものを除く。）に関する書類及び計算書を検閲し、当該普通地方公共団体の長、教育委

員会、選挙管理委員会、人事委員会若しくは公平委員会、公安委員会、労働委員会、農業委員会又は

監査委員その他法律に基づく委員会又は委員の報告を請求して、当該事務の管理、議決の執行及び出

納を検査することができる。 

２ 議会は、監査委員に対し、当該普通地方公共団体の事務（自治事務にあつては労働委員会及び収用

委員会の権限に属する事務で政令で定めるものを除き、法定受託事務にあつては国の安全を害するお

それがあることその他の事由により本項の監査の対象とすることが適当でないものとして政令で定め

るものを除く。）に関する監査を求め、監査の結果に関する報告を請求することができる。この場合

における監査の実施については、第百九十九条第二項後段の規定を準用する。 

（昭二五法一四三・昭二七法三〇六・平三法二四・平一一法八七・平一六法一四〇・一部改正） 

第百九十九条 監査委員は、普通地方公共団体の財務に関する事務の執行及び普通地方公共団体の経営

に係る事業の管理を監査する。 
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２ 監査委員は、前項に定めるもののほか、必要があると認めるときは、普通地方公共団体の事務（自

治事務にあつては労働委員会及び収用委員会の権限に属する事務で政令で定めるものを除き、法定受

託事務にあつては国の安全を害するおそれがあることその他の事由により監査委員の監査の対象とす

ることが適当でないものとして政令で定めるものを除く。）の執行について監査をすることができ

る。この場合において、当該監査の実施に関し必要な事項は、政令で定める。 

３ 監査委員は、第一項又は前項の規定による監査をするに当たつては、当該普通地方公共団体の財務

に関する事務の執行及び当該普通地方公共団体の経営に係る事業の管理又は同項に規定する事務の執

行が第二条第十四項及び第十五項の規定の趣旨にのつとつてなされているかどうかについて、特に、

意を用いなければならない。 

４ 監査委員は、毎会計年度少なくとも一回以上期日を定めて第一項の規定による監査をしなければな

らない。 

５ 監査委員は、前項に定める場合のほか、必要があると認めるときは、いつでも第一項の規定による

監査をすることができる。 

６ 監査委員は、当該普通地方公共団体の長から当該普通地方公共団体の事務の執行に関し監査の要求

があつたときは、その要求に係る事項について監査をしなければならない。 

７ 監査委員は、必要があると認めるとき、又は普通地方公共団体の長の要求があるときは、当該普通

地方公共団体が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償、利子補給その他の財政的援助を与えて

いるものの出納その他の事務の執行で当該財政的援助に係るものを監査することができる。当該普通

地方公共団体が出資しているもので政令で定めるもの、当該普通地方公共団体が借入金の元金又は利

子の支払を保証しているもの、当該普通地方公共団体が受益権を有する信託で政令で定めるものの受

託者及び当該普通地方公共団体が第二百四十四条の二第三項の規定に基づき公の施設の管理を行わせ

ているものについても、同様とする。 

８ 監査委員は、監査のため必要があると認めるときは、関係人の出頭を求め、若しくは関係人につい

て調査し、若しくは関係人に対し帳簿、書類その他の記録の提出を求め、又は学識経験を有する者等

から意見を聴くことができる。 

９ 監査委員は、第九十八条第二項の請求若しくは第六項の要求に係る事項についての監査又は第一

項、第二項若しくは第七項の規定による監査について、監査の結果に関する報告を決定し、これを普

通地方公共団体の議会及び長並びに関係のある教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会若しくは公

平委員会、公安委員会、労働委員会、農業委員会その他法律に基づく委員会又は委員に提出するとと

もに、これを公表しなければならない。 

１０ 監査委員は、監査の結果に基づいて必要があると認めるときは、当該普通地方公共団体の組織及

び運営の合理化に資するため、第七十五条第三項又は前項の規定による監査の結果に関する報告に添

えてその意見を提出することができる。この場合において、監査委員は、当該意見の内容を公表しな

ければならない。 

１１ 監査委員は、第七十五条第三項の規定又は第九項の規定による監査の結果に関する報告のうち、

普通地方公共団体の議会、長、教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会若しくは公平委員会、公安

委員会、労働委員会、農業委員会その他法律に基づく委員会又は委員において特に措置を講ずる必要

があると認める事項については、その者に対し、理由を付して、必要な措置を講ずべきことを勧告す

ることができる。この場合において、監査委員は、当該勧告の内容を公表しなければならない。 

１２ 第九項の規定による監査の結果に関する報告の決定、第十項の規定による意見の決定又は前項の

規定による勧告の決定は、監査委員の合議によるものとする。 

１３ 監査委員は、第九項の規定による監査の結果に関する報告の決定について、各監査委員の意見が

一致しないことにより、前項の合議により決定することができない事項がある場合には、その旨及び

当該事項についての各監査委員の意見を普通地方公共団体の議会及び長並びに関係のある教育委員
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会、選挙管理委員会、人事委員会若しくは公平委員会、公安委員会、労働委員会、農業委員会その他

法律に基づく委員会又は委員に提出するとともに、これらを公表しなければならない。 

１４ 監査委員から第七十五条第三項の規定又は第九項の規定による監査の結果に関する報告の提出が

あつた場合において、当該監査の結果に関する報告の提出を受けた普通地方公共団体の議会、長、教

育委員会、選挙管理委員会、人事委員会若しくは公平委員会、公安委員会、労働委員会、農業委員会

その他法律に基づく委員会又は委員は、当該監査の結果に基づき、又は当該監査の結果を参考として

措置（次項に規定する措置を除く。以下この項において同じ。）を講じたときは、当該措置の内容を

監査委員に通知しなければならない。この場合において、監査委員は、当該措置の内容を公表しなけ

ればならない。 

１５ 監査委員から第十一項の規定による勧告を受けた普通地方公共団体の議会、長、教育委員会、選

挙管理委員会、人事委員会若しくは公平委員会、公安委員会、労働委員会、農業委員会その他法律に

基づく委員会又は委員は、当該勧告に基づき必要な措置を講ずるとともに、当該措置の内容を監査委

員に通知しなければならない。この場合において、監査委員は、当該措置の内容を公表しなければな

らない。 

（昭二五法一四三・昭二七法三〇六・昭三一法一四七・昭三五法一一三・昭三八法九九・昭四四法二・

昭六一法七五・平三法二四・平九法六七・平一一法八七・平一四法四・平一五法八一・平一六法一四

〇・平二九法五四・一部改正） 

第二百七条 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、第七十四条の三第三項及び第百条第一

項後段（第二百八十七条の二第七項において準用する場合を含む。）の規定により出頭した選挙人そ

の他の関係人、第百十五条の二第二項（第百九条第五項において準用する場合を含む。）の規定によ

り出頭した参考人、第百九十九条第八項の規定により出頭した関係人、第二百五十一条の二第九項の

規定により出頭した当事者及び関係人並びに第百十五条の二第一項（第百九条第五項において準用す

る場合を含む。）の規定による公聴会に参加した者の要した実費を弁償しなければならない。 

（昭二三法一七九・昭二五法一四三・昭二七法三〇六・昭三一法一四七・昭三三法五三・昭三八法九

九・平三法二四・平一一法八七・平一八法五三・平二四法七二・一部改正） 

（住民監査請求） 

第二百四十二条 普通地方公共団体の住民は、当該普通地方公共団体の長若しくは委員会若しくは委員

又は当該普通地方公共団体の職員について、違法若しくは不当な公金の支出、財産の取得、管理若し

くは処分、契約の締結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負担がある（当該行為がなされるこ

とが相当の確実さをもつて予測される場合を含む。）と認めるとき、又は違法若しくは不当に公金の

賦課若しくは徴収若しくは財産の管理を怠る事実（以下「怠る事実」という。）があると認めるとき

は、これらを証する書面を添え、監査委員に対し、監査を求め、当該行為を防止し、若しくは是正

し、若しくは当該怠る事実を改め、又は当該行為若しくは怠る事実によつて当該普通地方公共団体の

被つた損害を補填するために必要な措置を講ずべきことを請求することができる。 

２ 前項の規定による請求は、当該行為のあつた日又は終わつた日から一年を経過したときは、これを

することができない。ただし、正当な理由があるときは、この限りでない。 

３ 第一項の規定による請求があったときは、監査委員は、直ちに当該請求の要旨を当該普通地方公共

団体の議会及び長に通知しなければならない。 

４ 第一項の規定による請求があつた場合において、当該行為が違法であると思料するに足りる相当な

理由があり、当該行為により当該普通地方公共団体に生ずる回復の困難な損害を避けるため緊急の必

要があり、かつ、当該行為を停止することによつて人の生命又は身体に対する重大な危害の発生の防

止その他公共の福祉を著しく阻害するおそれがないと認めるときは、監査委員は、当該普通地方公共

団体の長その他の執行機関又は職員に対し、理由を付して次項の手続が終了するまでの間当該行為を

停止すべきことを勧告することができる。この場合において、監査委員は、当該勧告の内容を第一項
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の規定による請求人（以下この条において「請求人」という。）に通知するとともに、これを公表し

なければならない。 

５ 第一項の規定による請求があつた場合には、監査委員は、監査を行い、当該請求に理由がないと認

めるときは、理由を付してその旨を書面により請求人に通知するとともに、これを公表し、当該請求

に理由があると認めるときは、当該普通地方公共団体の議会、長その他の執行機関又は職員に対し期

間を示して必要な措置を講ずべきことを勧告するとともに、当該勧告の内容を請求人に通知し、か

つ、これを公表しなければならない。 

６ 前項の規定による監査委員の監査及び勧告は、第一項の規定による請求があつた日から六十日以内

に行わなければならない。 

７ 監査委員は、第五項の規定による監査を行うに当たつては、請求人に証拠の提出及び陳述の機会を

与えなければならない。 

８ 監査委員は、前項の規定による陳述の聴取を行う場合又は関係のある当該普通地方公共団体の長そ

の他の執行機関若しくは職員の陳述の聴取を行う場合において、必要があると認めるときは、関係の

ある当該普通地方公共団体の長その他の執行機関若しくは職員又は請求人を立ち会わせることができ

る。 

９ 第五項の規定による監査委員の勧告があつたときは、当該勧告を受けた議会、長その他の執行機関

又は職員は、当該勧告に示された期間内に必要な措置を講ずるとともに、その旨を監査委員に通知し

なければならない。この場合において、監査委員は、当該通知に係る事項を請求人に通知するととも

に、これを公表しなければならない。 

１０ 普通地方公共団体の議会は、第一項の規定による請求があつた後に、当該請求に係る行為又は怠

る事実に関する損害賠償又は不当利得返還の請求権その他の権利の放棄に関する議決をしようとする

ときは、あらかじめ監査委員の意見を聴かなければならない。 

１１ 第四項の規定による勧告、第五項の規定による監査及び勧告並びに前項の規定による意見につい

ての決定は、監査委員の合議によるものとする。 

（昭三八法九九・全改、平九法六七・平一四法四・平成二九法五四・一部改正） 

（住民訴訟） 

第二百四十二条の二 普通地方公共団体の住民は、前条第一項の規定による請求をした場合において、

同条第五項の規定による監査委員の監査の結果若しくは勧告若しくは同条第九項の規定による普通地

方公共団体の議会、長その他の執行機関若しくは職員の措置に不服があるとき、又は監査委員が同条

第五項の規定による監査若しくは勧告を同条第六項の期間内に行わないとき、若しくは議会、長その

他の執行機関若しくは職員が同条第九項の規定による措置を講じないときは、裁判所に対し、同条第

一項の請求に係る違法な行為又は怠る事実につき、訴えをもつて次に掲げる請求をすることができ

る。 

一 当該執行機関又は職員に対する当該行為の全部又は一部の差止めの請求 

二 行政処分たる当該行為の取消し又は無効確認の請求 

三 当該執行機関又は職員に対する当該怠る事実の違法確認の請求 

四 当該職員又は当該行為若しくは怠る事実に係る相手方に損害賠償又は不当利得返還の請求をする

ことを当該普通地方公共団体の執行機関又は職員に対して求める請求。ただし、当該職員又は当該

行為若しくは怠る事実に係る相手方が第二百四十三条の二の二第三項の規定による賠償の命令の対

象となる者である場合には、当該賠償の命令をすることを求める請求 

２ 前項の規定による訴訟は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める期間内に提起し

なければならない。 

一 監査委員の監査の結果又は勧告に不服がある場合 当該監査の結果又は当該勧告の内容の通知が

あつた日から三十日以内 
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二 監査委員の勧告を受けた議会、長その他の執行機関又は職員の措置に不服がある場合 当該措置

に係る監査委員の通知があつた日から三十日以内 

三 監査委員が請求をした日から六十日を経過しても監査又は勧告を行わない場合 当該六十日を経

過した日から三十日以内 

四 監査委員の勧告を受けた議会、長その他の執行機関又は職員が措置を講じない場合 当該勧告に

示された期間を経過した日から三十日以内 

３ 前項の期間は、不変期間とする。 

４ 第一項の規定による訴訟が係属しているときは、当該普通地方公共団体の他の住民は、別訴をもつ

て同一の請求をすることができない。 

５ 第一項の規定による訴訟は、当該普通地方公共団体の事務所の所在地を管轄する地方裁判所の管轄

に専属する。 

６ 第一項第一号の規定による請求に基づく差止めは、当該行為を差し止めることによつて人の生命又

は身体に対する重大な危害の発生の防止その他公共の福祉を著しく阻害するおそれがあるときは、す

ることができない。 

７ 第一項第四号の規定による訴訟が提起された場合には、当該職員又は当該行為若しくは怠る事実の

相手方に対して、当該普通地方公共団体の執行機関又は職員は、遅滞なく、その訴訟の告知をしなけ

ればならない。 

８ 前項の訴訟告知があつたときは、第一項第四号の規定による訴訟が終了した日から六月を経過する

までの間は、当該訴訟に係る損害賠償又は不当利得返還の請求権の時効は、完成しない。 

９ 民法第百五十三条第二項の規定は、前項の規定による時効の完成猶予について準用する。 

１０ 第一項に規定する違法な行為又は怠る事実については、民事保全法（平成元年法律第九十一号）

に規定する仮処分をすることができない。 

１１ 第二項から前項までに定めるもののほか、第一項の規定による訴訟については、行政事件訴訟法

第四十三条の規定の適用があるものとする。 

１２ 第一項の規定による訴訟を提起した者が勝訴（一部勝訴を含む。）した場合において、弁護士又

は弁護士法人に報酬を支払うべきときは、当該普通地方公共団体に対し、その報酬額の範囲内で相当

と認められる額の支払を請求することができる。 

（昭三八法九九・全改、平六法四八・平一三法四一・平一四法四・平二九法五四・一部改正） 

（外部監査契約） 

第二百五十二条の二十七 この法律において「外部監査契約」とは、包括外部監査契約及び個別外部監

査契約をいう。 

２ この法律において「包括外部監査契約」とは、第二百五十二条の三十六第一項各号に掲げる普通地

方公共団体及び同条第二項の条例を定めた同条第一項第二項に掲げる市以外の市又は町村が、第二条

第十四項及び第十五項の規定の趣旨を達成するため、この法律の定めるところにより、次条第一項又

は第二項に規定する者の監査を受けるとともに監査の結果に関する報告の提出を受けることを内容と

する契約であつて、この法律の定めるところにより、当該監査を行う者と締結するものをいう。 

３ この法律において「個別外部監査契約」とは、次の各号に掲げる普通地方公共団体が、当該各号に

掲げる請求又は要求があつた場合において、この法律の定めるところにより、当該請求又は要求に係

る事項について次条第一項又は第二項に規定する者の監査を受けるとともに監査の結果に関する報告

の提出を受けることを内容とする契約であつて、この法律の定めるところにより、当該監査を行う者

と締結するものをいう。 

一 第二百五十二条の三十九第一項に規定する普通地方公共団体 第七十五条第一項の請求 

二 第二百五十二条の四十第一項に規定する普通地方公共団体 第九十八条第二項の請求 

三 第二百五十二条の四十一第一項に規定する普通地方公共団体 第百九十九条第六項の要求 
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四 第二百五十二条の四十二第一項に規定する普通地方公共団体 第百九十九条第七項の要求 

五 第二百五十二条の四十三第一項に規定する普通地方公共団体 第二百四十二条第一項の請求 

（平九法六七・追加、平一一法八七・一部改正、平二九法五四・一部改正） 

（外部監査契約を締結できる者） 

第二百五十二条の二十八 普通地方公共団体が外部監査契約を締結できる者は、普通地方公共団体の財

務管理、事業の経営管理その他行政運営に関し優れた識見を有する者であつて、次の各号のいずれか

に該当するものとする。 

一 弁護士（弁護士となる資格を有する者を含む。） 

二 公認会計士（公認会計士となる資格を有する者を含む。） 

三 国の行政機関において会計検査に関する行政事務に従事した者又は地方公共団体において監査若し

くは財務に関する行政事務に従事した者であつて、監査に関する実務に精通しているものとして政令

で定めるもの 

２ 普通地方公共団体は、外部監査契約を円滑に締結し又はその適正な履行を確保するため必要と認め

るときは、前項の規定にかかわらず、同項の識見を有する者であつて税理士（税理士となる資格を有

する者を含む。）であるものと外部監査契約を締結することができる。 

３ 前二項の規定にかかわらず、普通地方公共団体は、次の各号のいずれかに該当する者と外部監査契

約を締結してはならない。 

一 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつてから三年を経過

しない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）又は地方公務員法の規定により懲戒免職の処分を受

け、当該処分の日から三年を経過しない者 

四 弁護士法（昭和二十四年法律第二百五号）、公認会計士法（昭和二十三年法律第百三号）又は税理

士法（昭和二十六年法律第二百三十七号）の規定による懲戒処分により、弁護士会からの除名、公認

会計士の登録の抹消又は税理士の業務の禁止の処分を受けた者で、これらの処分を受けた日から三年

を経過しないもの（これらの法律の規定により再び業務を営むことができることとなつた者を除

く。） 

五 懲戒処分により、弁護士、公認会計士又は税理士の業務を停止された者で、現にその処分を受けて

いるもの 

六 当該普通地方公共団体の議会の議員 

七 当該普通地方公共団体の職員 

八 当該普通地方公共団体の職員で政令で定めるものであつた者 

九 当該普通地方公共団体の長、副知事若しくは副市町村長、会計管理者又は監査委員と親子、夫婦又

は兄弟姉妹の関係にある者 

十 当該普通地方公共団体に対し請負（外部監査契約に基づくものを除く。）をする者及びその支配人

又は主として同一の行為をする法人の無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくはこれら

に準ずべき者、支配人及び清算人 

（平九法六七・追加、平一一法八七・平一一法一五一・平一四法四五・平一八法五三・令元法三七・一

部改正） 

（特定の事件についての監査の制限） 

第二百五十二条の二十九 包括外部監査人（普通地方公共団体と包括外部監査契約を締結し、かつ、包

括外部監査契約の期間（包括外部監査契約に基づく監査を行い、監査の結果に関する報告を提出すべ

き期間をいう。以下本章において同じ。）内にある者をいう。以下本章において同じ。）又は個別外

部監査人（普通地方公共団体と個別外部監査契約を締結し、かつ、個別外部監査契約の期間（個別外
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部監査契約に基づく監査を行い、監査の結果に関する報告を提出すべき期間をいう。以下本章におい

て同じ。）内にある者をいう。以下本章において同じ。）は、自己若しくは父母、祖父母、配偶者、

子、孫若しくは兄弟姉妹の一身上に関する事件又は自己若しくはこれらの者の従事する業務に直接の

利害関係のある事件については、監査することができない。 

（平九法六七・追加） 

（住民監査請求等の特例） 

第二百五十二条の四十三 第二百四十二条第一項の請求に係る監査について監査委員の監査に代えて契

約に基づく監査によることができることを条例により定める普通地方公共団体の住民は、同項の請求

をする場合において、特に必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、その理由を付し

て、併せて監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査によることを求めることができ

る。 

２ 監査委員は、前項の規定により個別外部監査契約に基づく監査によることが求められた第二百四十

二条第一項の請求（以下この条において「住民監査請求に係る個別外部監査の請求」という。）があ

つた場合において、当該住民監査請求に係る個別外部監査の請求について、監査委員の監査に代えて

個別外部監査契約に基づく監査によることが相当であると認めるときは、個別外部監査契約に基づく

監査によることを決定し、当該住民監査請求に係る個別外部監査の請求があつた日から二十日以内

に、その旨を当該普通地方公共団体の長に通知しなければならない。この場合において、監査委員

は、当該通知をした旨を、当該住民監査請求に係る個別外部監査の請求に係る請求人に直ちに通知し

なければならない。 

３ 第二百五十二条の三十九第五項から第十一項までの規定は、前項前段の規定による通知があつた場

合について準用する。この場合において、同条第五項中「事務の監査の請求に係る個別外部監査の請

求について監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査によることについて議会の議決を

経た」とあるのは「第二百五十二条の四十三第二項前段の規定による通知があつた」と、「事務の監

査の請求に係る個別外部監査の請求に係る」とあるのは「同項に規定する住民監査請求に係る個別外

部監査の請求に係る」と、同条第七項中「第三項」とあるのは「第二百五十二条の四十三第二項の規

定による監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査によることの決定」と、同条第八項

第一号中「事務の監査の請求に係る個別外部監査の請求」とあるのは「第二百五十二条の四十三第二

項に規定する住民監査請求に係る個別外部監査の請求」と読み替えるものとする。 

４ 前項において準用する第二百五十二条の三十九第五項の個別外部監査契約を締結した者は、当該個

別外部監査契約で定める個別外部監査契約の期間内に、住民監査請求に係る個別外部監査の請求に係

る事項について監査を行い、かつ、監査の結果に関する報告を決定するとともに、これを監査委員に

提出しなければならない。 

５ 第二項前段の規定による通知があつた場合における第二百四十二条第五項から第七項まで及び第十

一項並びに第二百四十二条の二第一項及び第二項の規定の適用については、第二百四十二条第五項中

「第一項の規定による請求」とあるのは「第二百五十二条の四十三第四項の規定による監査の結果に

関する報告の提出」と、「監査を行い」とあるのは「当該監査の結果に関する報告に基づき」と、

「請求人に通知する」とあるのは「同条第二項に規定する住民監査請求に係る個別外部監査の請求に

係る請求人（以下この条において「請求人」という。）に通知する」と、同条第六項中「監査委員の

監査」とあるのは「請求に理由があるかどうかの決定」と、「第一項の規定による」とあるのは「第

二百五十二条の四十三第二項に規定する住民監査請求に係る個別外部監査の」と、「六十日」とある

のは「九十日」と、同条第七項中「監査委員は、第五項」とあるのは「第二百五十二条の四十三第三

項において準用する第二百五十二条の三十九第五項の個別外部監査契約を締結した者は、第二百五十

二条の四十三第四項」と、同条第十一項中「第四項の規定による勧告、第五項」とあるのは「第五

項」と、「監査及び勧告並びに前項の規定による意見」とあるのは「請求に理由があるかどうかの決
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定及び勧告」と、第二百四十二条の二第一項中「前条第一項の規定による」とあるのは「第二百五十

二条の四十三第二項に規定する住民監査請求に係る個別外部監査の」と、「同条第五項の規定による

監査委員の監査の結果」とあるのは「前条第五項の規定による請求に理由がない旨の決定」と、「監

査若しくは勧告」とあるのは「請求に理由がない旨の決定若しくは」と、「同条第一項」とあるのは

「第二百五十二条の四十三第二項に規定する住民監査請求に係る個別外部監査」と、同条第二項第一

号中「の監査の結果」とあるのは「の請求に理由がない旨の決定」と、「当該監査の結果」とあるの

は「当該請求に理由がない旨」と、同項第三号中「六十日」とあるのは「九十日」と、「監査又は」

とあるのは「当該請求に理由がない旨の決定又は」とする。 

６ 第二百五十二条の三十八第一項、第二項及び第五項の規定は、住民監査請求に係る個別外部監査の

請求に係る事項についての個別外部監査人の監査について準用する。この場合において、同条第二項

中「包括外部監査対象団体」とあるのは、「個別外部監査契約を締結した普通地方公共団体」と読み

替えるものとする。 

７ 個別外部監査人は、第五項において読み替えて適用する第二百四十二条第七項の規定による陳述の

聴取を行う場合又は関係のある当該普通地方公共団体の長その他の執行機関若しくは職員の陳述の聴

取を行う場合において、必要があると認めるときは、監査委員と協議して、関係のある当該普通地方

公共団体の長その他の執行機関若しくは職員又は請求人を立ち会わせることができる。 

８ 前項の規定による協議は、監査委員の合議によるものとする。 

９ 住民監査請求に係る個別外部監査の請求があつた場合において、監査委員が当該住民監査請求に係

る個別外部監査の請求があつた日から二十日以内に、当該普通地方公共団体の長に第二項前段の規定

による通知を行わないときは、当該住民監査請求に係る個別外部監査の請求は、初めから第一項の規

定により個別外部監査契約に基づく監査によることが求められていない第二百四十二条第一項の請求

であつたものとみなす。この場合において、監査委員は、同条第五項の規定による通知を行うとき

に、併せて当該普通地方公共団体の長に第二項前段の規定による通知を行わなかつた理由を書面によ

り当該住民監査請求に係る個別外部監査の請求に係る請求人に通知するとともに、これを公表しなけ

ればならない。 

（平九法六七・追加、平一四法四・平二九法五四・一部改正）  
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地方自治法施行令（抄）                             

（住民による監査請求） 

第百七十二条 地方自治法第二百四十二条第一項の規定による必要な措置の請求は、その要旨を記載し

た文書をもつてこれをしなければならない。 

２ 前項の規定による請求書は、総務省令で定める様式によりこれを調製しなければならない。 

（昭三八政三〇六・全改、平一二政三〇四・平一四政九五・一部改正） 

（住民監査請求に係る個別外部監査の請求の手続） 

第百七十四条の四十九の四十一 地方自治法第二百五十二条の四十三第一項の規定による同法第二百四

十二条第一項の請求に係る監査について監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査によ

ることの求めは、同項の規定による必要な措置の請求を第百七十二条第一項の文書で同項に規定する

事項のほか当該文書に係る請求に係る監査について監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づ

く監査によることを求める旨及びその理由を総務省令で定めるところにより記載したものをもつてす

ることにより行うものとする。 

（平一〇政二六〇・追加、平一二政三〇四・平一四政九五・一部改正） 

（住民監査請求に係る個別外部監査の請求への事務の監査の請求に係る個別外部監査の請求に関する規

定等の準用） 

第百七十四条の四十九の四十二 第百七十四条の四十九の三十二から第百七十四条の四十九の三十五ま

での規定は、地方自治法第二百五十二条の四十三第二項前段の規定による通知があつた場合について

準用する。この場合において、第百七十四条の四十九の三十二中「地方自治法第二百五十二条の三十

九第五項」とあるのは「地方自治法第二百五十二条の四十三第三項において準用する同法第二百五十

二条の三十九第五項」と、「同条第八項各号」とあるのは「同法第二百五十二条の四十三第三項にお

いて準用する同法第二百五十二条の三十九第八項各号」と、第百七十四条の四十九の三十三第一項中

「地方自治法第二百五十二条の三十九第五項」とあるのは「地方自治法第二百五十二条の四十三第三

項において準用する同法第二百五十二条の三十九第五項」と、「同法第二百五十二条の三十九第五

項」とあるのは「同法第二百五十二条の四十三第三項において準用する同法第二百五十二条の三十九

第五項」と、第百七十四条の四十九の三十四中「地方自治法第二百五十二条の三十九第八項第四号」

とあるのは「地方自治法第二百五十二条の四十三第三項において準用する同法第二百五十二条の三十

九第八項第四号」と、「同条第五項」とあるのは「同法第二百五十二条の四十三第三項において準用

する同法第二百五十二条の三十九第五項」と、第百七十四条の四十九の三十五中「地方自治法第二百

五十二条の三十九第九項」とあるのは「地方自治法第二百五十二条の四十三第三項において準用する

同法第二百五十二条の三十九第九項」と読み替えるものとする。 

２ 第百七十四条の四十九の二十九の規定は、地方自治法第二百五十二条の四十三第二項に規定する住

民監査請求に係る個別外部監査の請求に係る事項についての個別外部監査人の監査について準用す

る。この場合において、第百七十四条の四十九の二十九中「地方自治法第二百五十二条の三十八第一

項」とあるのは、「地方自治法第二百五十二条の四十三第六項において準用する同法第二百五十二条

の三十八第一項」と読み替えるものとする。 

（平一〇政二六〇・追加） 
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地方自治法施行規則（抄）                               

第十三条 地方自治法施行令第百七十二条第一項の規定による必要な措置請求書は、別記様式のとおり

とする。 

（昭二七総府令六四・全改、昭三一総府令八九・昭三八自省令二六・一部改正、令二総務省令第百三十

一・一部改正） 

第十七条の十四 地方自治法施行令第百七十二条第一項の規定による必要な措置請求書で同令第百七十

四条の四十九の四十一第一項の規定により当該請求書に係る請求に係る監査について監査委員の監査

に代えて個別外部監査契約に基づく監査によることを求める旨及びその理由が記載されたものは、別

記様式のとおりとする。 

（平一〇自省令三四・追加、平三〇総務省令第一三・別表一部改正、令二総務省令第百三十一・一部改

正） 
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千葉市証人等に対する実費弁償に関する条例                

平成２年６月２６日条例第３２号 

（趣旨） 

第１条 この条例は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０７条 ,公職選挙法（昭和２５年法律

第１００号）第２１２条第３項及び農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第３５条

第４項の規定に基づき，議会，選挙管理委員会及び公聴会等に出頭又は参加した者（以下「証人等」

という。）の実費弁償に関し必要な事項を定めるものとする。 

（平成２８条例６・一部改正） 

（実費弁償） 

第２条 証人等には，実費弁償として旅費を支給する。 

２ 前項に規定する旅費については，千葉市職員の旅費等に関する条例（平成２年千葉市条例第３１

号）別表第１の２等級の職員に支給される旅費の例による。 

（証人等に関する規定の準用） 

第３条 第１条に規定する者以外の者で，市の機関の依頼又は要求に応じ，公務の遂行を補助するた

め，証人，鑑定人，参考人，通訳等として旅行したものに対し，そのために要した実費を弁償する場

合は，別に法令の規定により定めるものを除くほか，前条の規定を準用する。 

（委任） 

第４条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

１ この条例は，平成２年７月１日から施行する。 

２ この条例は，この条例の施行の日以後に出発する旅行について適用し，同日前に出発した旅行につ

いては，なお従前の例による。 

附 則（平成２８年３月２２日条例第６号） 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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千葉市外部監査契約に基づく監査に関する条例               

平成１１年３月８日 条例第７号 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２５２条の２７

第１項に規定する外部監査契約に基づく監査に関し必要な事項を定めるものとする。 

（包括外部監査契約に基づく監査） 

第２条 本市と法第２５２条の２７第２項に規定する包括外部監査契約を締結した法第２５２条の２９

に規定する包括外部監査人は、必要があると認めるときは、次に掲げるものについて監査することが

できる。 

（１） 本市が法第１９９条第７項に規定する財政的援助を与えているものの出納その他の事務の執行

で当該財政的援助に係るもの 

（２） 本市が出資しているもので法第１９９条第７項の政令で定めるものの出納その他の事務の執行

で当該出資に係るもの 

（３） 本市が借入金の元金又は利子の支払を保証しているものの出納その他の事務の執行で当該保証

に係るもの 

（４） 本市が受益権を有する信託で法第１９９条第７項の政令で定めるものの受託者の出納その他の

事務の執行で当該信託に係るもの 

（５） 本市が法第２４４条の２第３項の規定に基づき公の施設の管理を行わせているものの出納その

他の事務の執行で当該管理の業務に係るもの 

（平成１７条例１１・一部改正） 

（個別外部監査契約に基づく監査） 

第３条 本市の住民のうち法第７５条第１項の選挙権を有する者は、同項の請求をする場合において、

併せて当該請求に係る監査について監査委員の監査に代えて法第２５２条の２７第３項に規定する個

別外部監査契約（以下「個別外部監査契約」という。）に基づく監査によることを求めることができ

る。 

２ 市議会は、法第９８条第２項の請求をする場合において、併せて当該請求に係る監査について監査

委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査によることを求めることができる。 

３ 市長は、法第１９９条第６項の要求をする場合において、併せて当該要求に係る監査について監査

委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査によることを求めることができる。 

４ 市長は、前条各号に掲げるものについての法第１９９条第７項の要求をする場合において、併せて

当該要求に係る監査について監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査によることを求

めることができる。 

５ 本市の住民は、法第２４２条第１項の請求をする場合において、併せて当該請求に係る監査につい

て監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査によることを求めることができる。 

附 則 

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年３月２２日条例第１１号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例の施行の際現に地方自治法の一部を改正する法律（平成１５年法律第８１号）附則第２条

の規定により従前の例によることとされる公の施設の管理を委託しているものの出納その他の事務の

執行で当該委託に係るものに関する包括外部監査契約に基づく監査については、なお従前の例によ

る。 
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住民監査請求における陳述等の実施に関する要綱                       

（平成１９年１月２４日監査委員決定） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条に規定する住民監査請求に伴

い行われる証拠の提出、陳述等の実施について、必要な事項を定めるものとする。 

（請求人による証拠の提出） 

第２条 証拠の提出は、郵送によることができる。 

２ 証拠の提出は、請求人の陳述が行われる日（陳述を行わない場合においては、請求の日から起算し

て２週間が経過する日）までに行うものとする。ただし、監査委員がやむを得ない事情があると認め

た場合は、この限りでない。 

（請求人の陳述） 

第３条 請求人の陳述は、監査委員が定める日時及び会場において行うものとする。 

２ 陳述は、請求人又はその代理人が行うものとする。ただし、代理人が陳述を行う場合は、陳述を行

う日までに委任状を提出するものとする。 

３ 監査委員は、陳述をしようとする請求人が複数の場合は、陳述をする者（以下「陳述人」とい

う。）の人数を制限することができる。この場合において、請求人は、陳述人を選定し、監査委員の

定める期日までに監査委員に通知しなければならない。 

４ 陳述人は、監査委員の指示に従って陳述を行うものとする。 

５ 陳述の時間は、陳述人の人数にかかわらず、おおむね１時間以内とする。 

（関係職員等の立会い） 

第４条 監査委員は、前条の規定による陳述を聴取する場合において、必要があると認めるときは、関

係のある市長その他の執行機関又は職員（以下「関係職員等」という。）を立会わせることができ

る。 

２ 監査委員は、立会いをしようとする関係職員等が複数の場合は、立会いをする者（以下「立会人」

という。）の数を制限することができる。 

３ 立会人は、監査委員が必要と認めるときは、その陳述の内容に関し意見を述べることができる。 

４ 監査委員は、立会人の立会いが陳述の聴取の円滑な運営に支障を来すおそれがあると認めるとき

は、当該立会いを制限することができる。 

（関係職員等の陳述の聴取） 

第５条 監査委員は、必要に応じて、関係職員等の陳述の聴取を行うものとする。 

２ 第３条第１項及び同条第３項から第５項までの規定は、関係職員等の陳述の聴取において準用す

る。 

（請求人の立会い） 

第６条 監査委員は、前条の規定による陳述の聴取を行う場合において、必要があると認めるときは、

請求人を立会わせることができる。 

２ 監査委員は、請求人が本人に代わって代理人を立会わせようとするときは、その立会いの日までに

請求人に委任状を提出させなければならない。  

３ 第４条第２項から第４項までの規定は、請求人の立会いにおいて準用する。 

（陳述の聴取の中止等） 

第７条 監査委員は、陳述人が監査委員の指示に従わず、円滑な運営が困難であると認められるとき

は、陳述を中止することができる。 

２ 監査委員は、立会人が監査委員の指示に従わず、円滑な運営が困難であると認められるときは、立

会人に退場を命ずることができる。 



 

15 

 

（陳述の傍聴） 

第８条 監査委員は、陳述の傍聴を許可することができる。ただし、第４条第４項（第６条第３項にお

いて準用する場合を含む。）の規定により、立会いを制限する場合においては、傍聴を認めないもの

とする。 

２ 傍聴する者（以下「傍聴人」という。）の定員は１０名とする。ただし、やむを得ない事情がある

と監査委員が認めた場合はこの限りではない。 

３ 傍聴人の決定は、陳述が行われる日にその会場において、先着順により行うものとする。 

（傍聴の禁止）  

第９条 次の各号のいずれかに該当する者には、傍聴を認めないものとする。 

（１）酒気を帯びている者 

（２）凶器その他他人に危害を加え、又は迷惑を及ぼすおそれのある物品を携帯している者 

（３）旗、のぼりその他会場に持ち込むことが不適当な物品を携帯している者 

（４）はちまき、たすき、腕章、ヘルメット、ゼッケン等を着用又は携帯している者 

（５）その他陳述の円滑な運営を妨げるおそれのある者 

（傍聴人の遵守事項） 

第１０条 傍聴人は、静粛を旨とし、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）監査委員及び監査委員事務局職員の指示に従うこと。 

（２）陳述人又は立会人の意見に対して、拍手その他の方法により賛否を表明しないこと。 

（３）私語、喫煙又は飲食をしないこと。 

（４）所定の場所以外の場所に立ち入らないこと。 

（５）その他会場の秩序を乱し、又は陳述の聴取の妨害となるような行為をしないこと。 

（傍聴人の退場） 

第１１条 監査委員は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、傍聴人に退場を命ずることが

できる。  

（１）傍聴人が前条の規定に違反したとき。 

（２）陳述の状況から傍聴がふさわしくないと監査委員が認めたとき。 

（陳述の撮影等） 

第１２条 陳述人、立会人及び傍聴人は、監査委員の許可を受けた場合を除き、会場において撮影し又

は録音してはならない。 

 （雑則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、陳述等の実施に関し必要な事項は、監査委員の合議により決

定する。 

 

附 則  

（施行期日）  

 この要綱は、平成１９年１月２４日から施行する。 
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最高裁判決 昭和６２年２月２０日 昭和５７年（行ツ）第１６４号（抜粋）（Ｑ１１関係）    

普通地方公共団体において違法に財産の管理を怠る事実があるとして法二四二条一項の規定による住

民監査請求があつた場合に、右監査請求が、当該普通地方公共団体の長その他の財務会計職員の特定の

財務会計上の行為を違法であるとし、当該行為が違法、無効であることに基づいて発生する実体法上の

請求権の不行使をもつて財産の管理を怠る事実としているものであるときは、当該監査請求について

は、右怠る事実に係る請求権の発生原因たる当該行為のあつた日又は終わつた日を基準として同条二項

の規定を適用すべきものと解するのが相当である。けだし、法二四二条二項の規定により、当該行為の

あつた日又は終わつた日から一年を経過した後にされた監査請求は不適法とされ、当該行為の違法是正

等の措置を請求することができないものとしているにもかかわらず、監査請求の対象を当該行為が違

法、無効であることに基づいて発生する実体法上の請求権の不行使という怠る事実として構成すること

により同項の定める監査請求期間の制限を受けずに当該行為の違法是正等の措置を請求し得るものとす

れば、法が同項の規定により監査請求に期間制限を設けた趣旨が没却されるものといわざるを得ないか

らである。 
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最高裁判決 平成２年６月５日 平成１年（行ツ）第６８号（抜粋）（Ｑ７関係）          

地方自治法（以下「法」という。）二四二条一項は、普通地方公共団体の住民は、当該普通地方公共

団体の執行機関又は職員について、財務会計上の違法若しくは不当な行為又は怠る事実があると認める

ときは、これらを証する書面を添え、監査委員に対し、監査を求め、必要な措置を講ずべきことを請求

することができる旨規定しているところ、右規定は、住民に対し、当該普通地方公共団体の執行機関又

は職員による一定の具体的な財務会計上の行為又は怠る事実（以下、財務会計上の行為又は怠る事実を

「当該行為等」という。）に限って、その監査と非違の防止、是正の措置とを監査委員に請求する権能

を認めたものであって、それ以上に、一定の期間にわたる当該行為等を包括して、これを具体的に特定

することなく、監査委員に監査を求めるなどの権能までを認めたものではないと解するのが相当であ

る。けだし、法が、直接請求の一つとして事務の監査請求の制度を設け、選挙権を有する者は、その総

数の五〇分の一以上の者の連署をもって、監査委員に対し、当該普通地方公共団体の事務等の執行に関

し監査の請求をすることができる旨規定している（七五条）ことと対比してみても、また、住民監査請

求が、具体的な違法行為等についてその防止、是正を請求する制度である住民訴訟の前置手続として位

置付けられ、不当な当該行為等をも対象とすることができるものとされているほかは、規定上その対象

となる当該行為等について住民訴訟との間に区別が設けられていないことからみても、住民監査請求は

住民一人からでもすることができるとされている反面、その対象は一定の具体的な当該行為等に限定さ

れていると解するのが、法の趣旨に沿うものといわなければならない。さらに、法二四二条一項が、監

査請求は、違法又は不当な当該行為等があることを証する書面を添えてすべきものと規定し、同条二項

が、監査請求は、当該行為のあった日又は終わった日から一年を経過したときは、正当な理由があると

きを除き、これをすることができないと規定しているのは、住民監査請求の対象となる当該行為等が具

体的に特定されることを前提としているものとして理解されるのである。 

したがって、住民監査請求においては、対象とする当該行為等を監査委員が行うべき監査の端緒を与

える程度に特定すれば足りるというものではなく、当該行為等を他の事項から区別して特定認識できる

ように個別的、具体的に摘示することを要し、また、当該行為等が複数である場合には、当該行為等の

性質、目的等に照らしこれらを一体とみてその違法又は不当性を判断するのを相当とする場合を除き、

各行為等を他の行為等と区別して特定認識できるように個別的、具体的に摘示することを要するものと

いうべきであり、監査請求書及びこれに添付された事実を証する書面の各記載、監査請求人が提出した

その他の資料等を総合しても、監査請求の対象が右の程度に具体的に摘示されていないと認められると

きは、当該監査請求は、請求の特定を欠くものとして不適法であり、監査委員は右請求について監査を

する義務を負わないものといわなければならない。 
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最高裁判決 平成６年９月８日 平成６年（行ツ）第９７号（抜粋）（Ｑ９関係）            

住民監査請求の制度は、普通地方公共団体の財政の腐敗防止を図り、住民全体の利益を確保する見地

から、当該普通地方公共団体の長その他の財務会計職員の違法若しくは不当な財務会計上の行為又は怠

る事実についてその監査と予防、是正等の措置とを監査委員に請求する権能を住民に与えたものであっ

て、住民訴訟の前置手続きとして、まず当該地方公共団体の監査委員に住民の請求に係る行為又は怠る

事実の違法、不当を当該地方公共団体の自治的、内部的処理によって予防、是正させることを目的とす

るものであると解される。そのため、監査の対象となる行為等は、地方公共団体に積極消極の損害を与

えひいては住民全体の利益に反するものでなければならないというべきである。 
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最高裁判決 平成１４年９月１２日 平成１０年（行ツ）第６９号（抜粋）（Ｑ１１関係）      

法２４２条２項本文は，普通地方公共団体の執行機関，職員の財務会計上の行為は，たとえそれが違

法，不当なものであったとしても，いつまでも監査請求ないし住民訴訟の対象となり得るものとしてお

くことが法的安定性を損ない好ましくないとして，監査請求の期間を定めている。しかし，当該行為が

普通地方公共団体の住民に隠れて秘密裡にされ，１年を経過してから初めて明らかになった場合等にも

その趣旨を貫くのが相当でないことから，同項ただし書は，「正当な理由」があるときは，例外とし

て，当該行為のあった日又は終わった日から１年を経過した後であっても，普通地方公共団体の住民が

監査請求をすることができるようにしているのである。したがって，上記のように当該行為が秘密裡に

された場合には，同項ただし書にいう「正当な理由」の有無は，特段の事情のない限り，普通地方公共

団体の住民が相当の注意力をもって調査したときに客観的にみて当該行為を知ることができたかどう

か，また，当該行為を知ることができたと解される時から相当な期間内に監査請求をしたかどうかによ

って判断すべきものである（最高裁昭和６２年（行ツ）第７６号同６３年４月２２日第二小法廷判決・

裁判集民事１５４号５７頁参照）。そして，このことは，当該行為が秘密裡にされた場合に限らず，普

通地方公共団体の住民が相当の注意力をもって調査を尽くしても客観的にみて監査請求をするに足りる

程度に当該行為の存在又は内容を知ることができなかった場合にも同様であると解すべきである。した

がって，【要旨】そのような場合には，上記正当な理由の有無は，特段の事情のない限り，普通地方公

共団体の住民が相当の注意力をもって調査すれば客観的にみて上記の程度に当該行為の存在及び内容を

知ることができたと解される時から相当な期間内に監査請求をしたかどうかによって判断すべきもので

ある。 
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最高裁判決 平成１９年４月２４日 平成１７年（行ヒ）第３４１号（抜粋）（Ｑ１１関係）     

地方自治法２４２条２項本文の規定（以下「本件規定」という。）は，同条１項の規定による住民監

査請求のうち財務会計上の行為を対象とするものは，当該行為のあった日又は終わった日から１年を経

過したときは，これをすることができない旨定めている。これは，財務会計上の行為は，たとえそれが

財務会計法規に違反して違法であるか，又は財務会計法規に照らして不当なものであるとしても，いつ

までも監査請求ないし住民訴訟の対象となり得るものとしておくことは，法的安定性を損ない好ましく

ないことから，監査請求期間を，非継続的な財務会計上の行為については当該行為のあった日から，継

続的な財務会計上の行為については当該行為の終わった日から，それぞれ１年間に限ることとしたもの

である（最高裁平成１０年（行ヒ）第５１号同１４年７月２日第三小法廷判決・民集５６巻６号１０４

９頁参照）。 

このような本件規定の趣旨からすれば，財産の管理を怠る事実に係る実体法上の請求権が除斥期間の

経過により消滅するなどして怠る事実が終わった場合には，継続的な財務会計上の行為の終わった日か

ら１年を経過したときはこれを対象とする監査請求をすることができないのと同様に，怠る事実の終わ

った日から１年を経過したときはこれを対象とする監査請求をすることができないものと解するのが相

当である。 

また，上記の場合において，上記請求権の行使を怠り，同請求権を除斥期間の経過により消滅させる

などしたことが違法であるとし，当該怠る事実（以下「第１の怠る事実」という。）が違法であること

に基づいて発生する実体法上の請求権の不行使をもって財産の管理を怠る事実（以下「第２の怠る事

実」という。）とした上で，第２の怠る事実を対象とする監査請求がされたときは，当該監査請求につ

いては，第１の怠る事実の終わった日を基準として１年の監査請求期間の制限に服するものと解するの

が相当である。なぜなら，前記のとおり，第１の怠る事実を対象とする監査請求は，第１の怠る事実の

終わった日から１年を経過したときはこれをすることができないにもかかわらず，監査請求の対象を第

１の怠る事実が違法であることに基づいて発生する実体法上の請求権の不行使という第２の怠る事実と

して構成することにより，監査請求期間の制限を受けずに実質的に第１の怠る事実を対象とする監査を

求めることができるものとすれば，本件規定が監査請求期間を制限した前記趣旨が没却されるといわざ

るを得ないからである。 

  



 

21 

 

 

●メモ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


